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Ⅰ．天然ガス利用拡大 

１．天然ガスの特長と活用イメージ 

○天然ガスを都市ガスとして活用する場合、パイプラインなどで供給し、エネルギーをロス無く需要地

に届けられる。需要地で利用する効用としては、以下が考えられる。 

  （１）発電と廃熱利用を同時に行う省エネ性 

  （２）電源構成の多様化・セキュリティ向上 

  （３）環境負荷の軽減 

発電と廃熱利用を同時に行う省エネ性としての活用イメージ 

  （４）電力需給対策・電力ピーク対策 

  （５）再生可能エネルギーとの協調・出力補完 

  （６）水素社会における基盤インフラの可能性 

ガスコージェネレーション 従来システム 
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Ⅰ．天然ガス利用拡大 

○その役割を拡大していく重要なエネルギー源と位置づけられている。 

○具体的には、コージェネレーションの活用を通じて、地域における電源を分散化するなど利用形態

の多様化により、天然ガスシフトを着実に促進。 

天然ガス 

①位置付け 

 ・LNG火力は、電源全体の４割を超えるとともに、熱源としての効率性が高く、利用が拡大。 

 ・地政学的リスクも相対的に低く、化石燃料の中で温室効果ガスの排出も最も少ない。 

 ・各分野における天然ガスシフトが進行する見通しであることから、その役割を拡大してい

く重要なエネルギー源。 

 

②政策の方向性 

 ・電源としての過度な依存を避けつつ、供給源多角化などによりコストの低減を進めること

が重要である。 

 ・また、地球温暖化対策の観点からも、コージェネレーションなど地域における電源の分散

化や水素源としての利用など、利用形態の多様化により、産業分野などにおける天然ガ

スシフトを着実に促進し、コンバインドサイクル火力発電など天然ガスの高度利用を進

める必要がある。 

出所：2014年4月11日閣議決定「エネルギー基本計画」より 

２．エネルギー基本計画における天然ガスの位置づけ 
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Ⅰ．天然ガス利用拡大 

３．「ガスビジョン２０３０」における普及のポテンシャル 

①コージェネレーション 

４８２万kＷ ６倍 ３,０００万kＷ 

②ガス空調 

１,３８２万RT ２,６００万RT 

③産業用熱需要の天然ガス比率 

１１．５％ ２５．０％ 

④家庭用燃料電池 

４万台    ５３０万台  
※LPG含む 

⑤天然ガス自動車（ＮＧＶ）  

４万台 ５０万台 

 
【電力需給安定（ピークカット効果）】 
 ３,８００～４,３００万kＷ 
  コージェネ・燃料電池の電力量では、 
  年間電力需要量の１５％程度 
  

【省エネルギー・省コスト効果（原油換算）】 
 省エネ：８２６万ｋｌ／年 
 省コスト：４，５００億円／年 
 国内の最終エネルギー消費量の約２％に相当 
  

【ＣＯ２削減量】 
 約６,２００万ｔｏｎ-ＣＯ２／年 
  国内のエネルギー起源による 
   ＣＯ２排出量の約５％に相当 
  

【内需拡大（２０３０年時点）】 
 左記ガスシステム設備投資額 
 １．２～１．５兆円／年 
  国内の民間設備投資額の約３～４％に相当 

○全国で３,０００万ｋＷのコージェネ、５３０万台の燃料電池の普及ポテンシャルが存在。 

期待される効果（現状比） ２０３０年に向けた取り組み 

２倍 

２倍 

１２５倍 

１２倍 

出所：日本ガス協会「2030年に向けた天然ガスの普及拡大」 2011年10月27日発表に加筆 
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○コージェネレーションや燃料電池の普及により、需要地で熱と電気の二次エネルギーに変換し、省

エネルギーを実現。 

○電気については、オンサイトでの自家使用だけでなく、ネットワーク化して地域内で融通することや、

系統への逆潮などにより、社会全体での活用を促進。 
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Ⅰ．天然ガス利用拡大 

４．分散型エネルギーシステムの普及による熱と電気の効率的な利用 

太陽光発電
太陽熱

系統電力ネットワーク

ガス
コージェネ

ガス
コージェネ

エネルギーセキュリティの向上

系統電力の負荷軽減
省エネ
低炭素化

風力
発電

再生可能・未利用エネルギー
の普及拡大 バイオマス

発電

分散型エネルギー
システムの普及

天然ガスパイプライン

省エネ・低環境負荷エネルギーマネジメント

ガス
コージェネ

運輸部門でのエネルギー多様化

天然ガススタンド
水素ステーション 天然ガス自動車 燃料電池自動車

燃料電池
ガス
空調

熱供給ネットワーク

災害時等における
重点施設･周辺地域
への電力･熱の供給

出力が一定でない
再生エネの出力補完

発電余力の有効活用による、
省エネ
ピークカット
電源セキュリティ性向上
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Ⅱ．分散型エネルギーシステムの普及 
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１．家庭用燃料電池の発電余力の有効活用 

Ⅱ．分散型エネルギーシステムの普及 

発電余力の活用イメージ 発電余力活用による効果（2030年時点、530万台普及） 

■一次エネ削減量 ■ピークカット効果 

逆潮なし 
▲6,200万 

GJ/年 

逆潮あり 
▲12,800万 

GJ/年 
逆潮なし 
▲210万 

kW/年 

逆潮あり 
▲370万 

kW/年 

・24時間定格運転し、家庭内負荷を超える発電量を逆潮 

・部分負荷運転がなくなり、常に高効率での運転が可能 

○天然ガスの高度利用や、市場自立化のため、社会全体で家庭用燃料電池の普及拡大に資する仕組

みを構築することが必要（エネルギー基本計画）。 

  →省エネ性やコストなどを適切に評価した上で、発電余力の取引を円滑化し、有効活用する。 

○発電余力の取引円滑化の留意点 

  ①適正価格での取引：回避される電源等の価値、普及促進としての社会的意義などを考慮。 

  ②需要家負担の軽減：計測等で過度な追加負担を生じさせない措置。 

   →省エネ性（運転方式の変更のみで効果が倍増、家庭部門の省エネ対策として有効な手段）、 

    ピークカット、停電時の電源セキュリティ性向上等に寄与。 

12時0時 24時

逆潮

自家消費

家庭内電力負荷

逆潮
発電:700W

6時 18時

・同じ製品の運転方法を変更し、定格運転により発電余力を活

用すると、省エネ性・ピークカット効果等がほぼ倍に増加 
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２．活発に取引されるスポット市場およびリアルタイム市場の早期構築 

Ⅱ．分散型エネルギーシステムの普及 

○市場において、ミドル・ピーク電源が一定量以上、取引されることが必要。 

   →コージェネ電力のうち、安定的な逆潮が期待できる部分をスポット市場に、 

変動はあるが調整力として価値がある部分をリアルタイム市場に拠出。 

○市場構築の留意点 

  ・適正な取引促進：規制当局による事後的な市場監視・必要な措置の実施、コージェネ優先給電等。 

   →市場活性化に伴い、長期に亘る電力取引価格の見通しが向上し、コージェネの設備投資が増加。 

   →社会全体の発電コストの抑制、電気料金低減に貢献。 

発
電
単
価 

発電出力 
（電力需要量に応じて稼動する順番） 

原子力 
水力 

高 

低 

小 大 

石炭 

ＬＮＧ 
ｺﾝﾊﾞｲﾝﾄﾞ 
（高効率） 

ＬＮＧ 
ＢＴＧ 
（従来） 

石油 揚水 
全電源平均 
発電単価 コージェネ 

燃料電池 

ミドル・ピーク電源 ベース電源 

コージェネ電力の市場拠出イメージ ミドル・ピーク電源（需給調整機能）としてのコージェネ活用 

相対的に安価な電源が活用され、 

社会全体の発電コストを抑制 

コージェネによる 

逆潮容量の普及ポテンシャル 

910万kW（2030年時点） 

発
電
量 

朝             昼            夜 

発電容量 

構内負荷 
（自家使用） 

安定的な逆潮が期待できる部分 
（スポット市場） 

変動はあるが調整力として価値がある部分 
（リアルタイム市場） 

一部代替 
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Ⅲ．新たなビジネスやサービスを創出するための 
      総合エネルギー産業への進化 
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１．新たなビジネスやサービス創出へ向けた基本的な考え方 

Ⅲ．新たなビジネスやサービスを創出するための総合エネルギー産業への進化 

○ガスシステム改革では、「ガスシステム改革の目的である、新たなビジネスやサービスの創出を

実現するためには、電力市場との円滑な相互参入が可能となる環境整備が必要である」とされ

ている。 

○ガス事業者は、電力市場への参入を始め、新たなビジネスやサービスを創出する「総合エネル

ギー産業」化を目指す。 

   →電力市場への新規参入促進による、需要家の選択肢拡大などのメリット増大。 

総合エネルギー産業化のイメージ 

オンサイトでの

熱と電気の有効利用

コミュニティ等でのエネルギー地域融通

発電余力の
有効活用

コージェネ
蒸気・温水

電力供給

一般家庭

工場

商業施設・オフィス

太陽光発電

ＨＥＭＳ

コージェネ

電力供給

電力市場への積極的参入
（小売ビジネス・発電ビジネス）

コージェネレーション・燃料電池の普及

（発電ビジネス）



The Japan Gas Association 

© 2014 The Japan Gas Association 

ベース電源 ミドル・ピーク電源 
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Ⅲ．新たなビジネスやサービスを創出するための総合エネルギー産業への進化 

○自前電源を確保するためには、巨額の発電所投資と長期の建設期間が必要である。 

○ガス事業者が電力事業に新規参入する場合、ミドル・ピーク電源である天然ガス火力以外の発電

所を保有することは実質的に困難である。 

  →最終的には、新規参入者が容易にベース電源へアクセスできる環境が構築されることを前提

に、それまでの間、実際に要するコストに基づく常時バックアップが担保されることや、エリアを

跨ぎ広域的にバックアップが受けられる環境を整えることが必要。 

発
電
単
価 

発電出力 

原子力 
水力 

石炭 

ＬＮＧ 
ｺﾝﾊﾞｲﾝﾄﾞ 
（高効率） 

ＬＮＧ 
ＢＴＧ 
（従来） 

石油 揚水 

高 

大 

ＬＮＧ火力発電所建設に要するコストと期間 

２．電力市場への参入を促進する政策の必要性 
  ①新規小売参入者による、ベース電源へのアクセス確保 

新規参入者の 

ポートフォリオ 

一般電気事業者と新規参入者のポートフォリオ比較 

出所：「第18回基本問題委員会」2012年4月11日に基づく 

建設費  

12万円/kW 

①建設費 

②建設期間 

出所：「第3回電力システム改革専門委員会」2012年4月3日 

半年～1年 3～4年 3年 

建設地点 
の選定 

開発計画 
の策定 

環境アセス 
建設工事 
試運転 

100万kWの場合 
 約1,200億円 

約7年 
 ～8年 
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（参考）常時バックアップ制度の運用継続と、エリアを跨いだ広域的なバックアップ 

Ⅲ．新たなビジネスやサービスを創出するための総合エネルギー産業への進化 

○常時バックアップ制度とは、新規の電力小売事業者が電力供給する際、需要家が求める電力に供給量が足り

ないとき、一般電気事業者から一定量の電力を継続的に融通（卸売）してもらう形態。 

○新たな電源調達が比較的困難な新規小売参入者にとって、「常時バックアップ」は貴重な電源調達手段。 

○広域的運営推進機関の設立とともに、エリアの概念は薄まるものと考えられるため、サービス品質が高く、より

安価な「常時バックアップ」を受けられるためにも、エリアを跨いで提供できる環境を整えることも必要。 

常時バックアップ制度の概要 

出所：「第3回電力システム改革専門委員会」 2012年4月3日 

○以下のケースでは、新電力が需要家に１００販売するのに供給力を８０しか調達できない場合に、不足分２０を常時バック

アップによる電源の補完として一般電気事業者より卸売りを受ける 
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２．電力市場への参入を促進する政策の必要性 
 ②インバランス料金の適正化による最適な需給調整 

Ⅲ．新たなビジネスやサービスを創出するための総合エネルギー産業への進化 

○現行インバランス料金制度は、不足補給と余剰買取に大きな差が設けられている。 

  →変動範囲の廃止と共に、不足補給と余剰買取のインバランス料金の統一が必要（参入規模に依存しない公平制度） 

○需給状況に応じて料金が変動する仕組みが無く、需給調整コストがリアルタイムに反映されていないと考えられる。 

  →最終的には、市場（リアルタイム市場）による需給調整の確立を目指すべき。 

  →当面、インバランス価格の透明性確保の観点から、需給調整にかかる適正なコストでのインバランス清算が必要。 

リアルタイム市場

過不足 変動範囲
単価

[円/kWh]

余剰
変動範囲内（３％内） 4.76～10.99

変動範囲超過（３％超） 無償引渡

不足

変動範囲内（３％内） 9.77～15.44

変動範囲
超過
（３％超）

夏季昼間 38.03～53.21

夏季以外昼間 29.61～47.03

夜間・休日 17.34～28.84

A電力会社

電源1

新規参入

電源1

デマンド

レスポンス1

系統運用者
（広域的運営推進機関）

指令

A電力会社

電源1

A電力会社

A電力会社

電源3

A電力会社

電源2

現状

市場による需給調整
（全面自由化後）

実際の需給調
整コストはリア
ルタイムに反映
されない

需給調整に

要する電源は、

市場にて調達

インバランスに対しては、

実際の調達コストをベース

とした透明性のある料金で清算

A電力会社

電源4

指令

B電力会社

電源1

一般電気事業者の現行インバランス料金の体系

出所：各社託送供給約款、託送余剰電力購入要綱

大
き
な
差
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３．ガス産業の特性を踏まえ、システム改革に期待すること 
  ①低廉で安定的な原料調達を可能とする環境整備 

Ⅲ．新たなビジネスやサービスを創出するための総合エネルギー産業への進化 

○自由化範囲を拡大することで、ガス事業者が抱えるリスク増大への懸念。 

  →将来の需要予見性低下に伴う価格交渉力の弱体化、テイクオアペイの顕在化。 

○リスクを軽減するため、調達の多様化・契約の多様化が重要であり、官民一体となった取り組みの促進を期待。 

  →海外の国営売主企業への働きかけや、貿易政策としての仕向地条項の撤廃などを国には期待。 

上流権益を獲得 
（従来型ガス/ＣＢＭ等） 

・国際パイプラインの敷設 
・メタンハイドレートの開発 

米国ＬＮＧの日本向け輸出の実現 
（北米シェールガスなど） 

米国LNGのガス事業者向け 
輸出許可状況 
①フリーポート（許可：2013年5月） 
  調達者：大阪ガス 220万トン/年 
  商業運転開始：2018年 
 
②コーブポイント（許可：2013年9月） 
  調達者：東京ガス 140万トン/年 
  商業運転開始：2017年 
 
③キャメロン（許可：2014年2月） 
  調達者：東京ガス 52万トン/年 
        東邦ガス 30万トン/年 
  商業運転開始：2018年頃 

新たな調達先の獲得 
（アフリカモザンビークなど） 

①調達先の多様化 

 ・米国、モザンビーク、カナダ等 

②契約市場の多様化 

 ・米国価格の導入、価格の低減と安定化 

 ・長期契約、短期契約、スポット取引 

 ・仕向地の自由化、アジアマーケットの形成 

 ・太平洋市場・大西洋市場間での裁定取引拡大 

③供給方式の多様化 

 ・LNG、国際パイプライン（ロシア－日中韓） 

④国内資源の開発 

 ・日本近海でのメタンハイドレートの開発 

低廉かつ安定的な天然ガス調達に向けた多様化の方向性 

16 
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３．ガス産業の特性を踏まえ、システム改革に期待すること 
  ②天然ガス利用拡大のための技術開発・普及促進 

○ガス機器含むガス事業の市場規模は非常に小さく、多くのメーカーが参入して技術開発

や普及促進をする状況になかった。そのためガス事業者自ら、技術開発や普及促進を実

施してきた。 

○特に燃料電池による熱や電気の供給など新しい用途の開発や普及促進は、ガス事業者

が中心的な役割を担ってきた。 

○今後、利用形態の多様化による天然ガスシフトを推進するためには、一層の技術開発と

普及促進が不可欠であり、市場に参画する全てのガス事業者が応分の負担をする必要

がある。 

○そのため、当面は、技術開発・普及促進のための費用を託送原価へ一定程度算入すると

ともにガス導管事業者が主体となって技術開発と普及促進を牽引することが望ましい。 
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○１８５７年のガス燈点火、１８７２年の横浜でのガス事業開始から厨房、給湯、暖房、生産用熱設備、空調、天然

ガス自動車、分散型エネルギーシステム「コージェネレーション」、「家庭用燃料電池」へと自ら技術開発、用途の

拡充に取り組んで いる。 

ガス扇風機 
ガス冷蔵器 

１８５０     １０       ２０       ３０       ４０      １９５０      ６０       ７０       ８０       ９０     ２０００   １０    ２０（年）  

明 治 大 正 昭 和 平 成 

  ガス燈 

産業用熱・生産用（ボイラ・工業炉） 

ガス空調・天然ガス自動車 

コージェネレーション 

家庭用・業務用（厨房・暖房・給湯） 

ガス燈 

ガスエンジン 

ガスかまど レンジ ガスストーブ 

ガラス加工 
（ガスバーナ） 

ガス吸収式 
（ガス空調） 

コージェネレーション 

（ガスエンジン、タービン） 
（家庭用燃料電池 → 業務用燃料電池） 

エコウィル 
エネファーム 

（家庭用燃料電池） 

（参考）ガス事業者による用途拡充 

18 
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